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平成29年度不動産消費者セミナーを開催

~テレビでおなじみの菊地弁護士より講演~


熱弁の菊地弁護士

平成29年度不動産?i'i '1 会館」に:.100 ilの「ならi分より、奈良リ+3011 1後'.J 27111 )者セ ミナーが去る1'(

て|制限されました。今 1111は、 l 1: lにおJ1 1きし、「身近なテレビ帯主I等でおなじみの弁必τ菊地幸夫氏を誹nlI

ii;flt川:81 -土地と建物の法律相談-Jをテーマにli，i:Y iiii J引きました。

本セミナーは、仏・く 一般?i'i究者の方への宅地処物取引に |弘jするまn識の持及 ・作発を 11的に実施してい

る もので、 約 1 30~〆Iの方々にご参加古iきま した

訟原広報啓発委只による司会のもと、木下広報併発委11長よ り、「身近な不動j主について、今同のセ

ミナーが皆様のお役に立てば幸いjとB司会のあいさつ。

続けて笠壇した有村会長より 、「本会は、約80 0の栄 町・が加即する団体で、県内地域に似を張りながら、 

供に日々取り組んでいる。今後と も皆様のJjtまいの1:1;:却!等を通 じ、安全安心な.•賃貸・~・{産の完了不動u

!地元のパー トナーと して尽力していきたい」と力強く tiHりかけました。 

l 大きな拍手に迎えられ笠郡した菊地弁設士からは、ご1'1身の転;;舌における不動産)1川 |の経験談に始ま

り、 昨今都心部を'il-L、に発生している地而f:iIi中.('1:について解説。本人確認における科純公的証明ミ!?の偽

必等、プロの引主をも!MAiす手しlは非7ii-に巧妙と託行りました。次に、神奈川県出IIWdiのアパー トであった

市平1:等を取り上げ、不動産の暇杭について説明引きました。心理的暇抗については、名品:JL体的な裁判 

-jL例を紹介され、|時IIIH街並の長短での線引きはjil i:しく 、結論的にはケースパイケースで判断され、損害 

!ì~m;ìl'!' ;Jとが認められたとしても 、 契約解除についてはハードルが向いと解説。 また、 1 1 !!日 ・|眺望等にお

ける環境的暇庇については、 不動産を購入する|際、 1'1身の){でも調査するこ と のí]i.:~:'ltについて強調。 

F之助産に|期する身近な|!i胞を弁護士の視点から終始IYJりとな計十り IIで、90分にわたって制服きました。 

iik後に、坂根広報件発/JIIJ委只長より 、「今後も H'械にと ってより良いセミナーを企  Illijしていきたい」

との閉会のあいさつがありました。

また、当n実施しました参加すー むよLを'I"L、に、兵体的iからのアンケート では、分かり易かったという :

[任についても利々気付かされ別わる自分のJ'庇に|則する説明が良かった、 トラ ブルに|VfH.例をもとに:jf.:な 

た等、 多くの ご1!~見 ・ ご感想が待せ ら れま した。



1雇主〉
平成29年度第3固宅建業者研修会を開催
 
--4月から施行されるインスベクション制度について~


今年度の第3回宅建業者研修会が2tJ26 FI 午後、桓原市の i ~宜保文化会釘u を会場にして聞かれ、 慌

ただしい年度末の中、� 100名の会iiが熱心にメモを走らせました。

今!日� 

①『建物状況調査の概要J . 既存住宅ヲ己貸暇抗保険の概要J DVD上映)r (

②『建物状況調査の実際j 

(講師� :(一社)奈良県建築士会住まいまちづく り委只会主き家対策部会委員 太田 隆司 氏) 

③� f取引の流れに沿った宅建業者の対応J(DVD上映)


の3題。


この円の研修会は吉川研修指導委iiの司会のもと 、開会の昨に立った松助研修指導委員長は、「年� 2 

1111の研修会の開催だが、今年� 4 JJ から改正宅地建物取引業法が施行されるため 、 急~差、研修会を |jJi fitす

ることになった。研修内容を 「建物状例制査(インスペクション)Jに絞り 、既存住宅状況調査技術者

である講師から建物調査の注立点や経過等を1mいて頂き、業務に役立ててほしい」と強調。

また、吉村会長からは、「昨今の業界の動きを説明する一方、全宅述と連携して行った税制改正の要� 

|は

できるようになったのは一歩前進JTJ税の軽減措置が土地にも迎1~!'1()1望結果において、買取再販における� 

だと力説。低額物件の媒介報酬の適正化を;Jとめていた事については、平成30年� 1 JJI EIから宅建業者の=

媒介報酬額告示が改正された。」と力強 く許i-りかけました。

吉村会長 松場委員長

~建物状況調査の概要・既存住宅売買取庇保険の概要-.， (DVD上映)
判:台転換の後に� DVDが上映され、既存住宅状況調査技術者誹官を修了した建築士(既存住宅状削調

査技術者)が、既存住宅状似調主tプiit器準に恭づき行う調査であることが改正宅建業法に規定されてい

ることの解説から始まり 、実際のメリットや調査に係る費用等の解説がありました。

っ 

lj:

にj期する法律する保険で、「住宅の品質確保の促進等に||刻契約にテーマが変わり 、既存住宅の完了(

規定された「構造耐力上主要な部分」と� if:

|際、補修引用等が支払われるものであると 、T段低住宅売買Jf:ZJiE以|Ir1墳の概裂が解説されました。

L 

水の侵入を防止する部分」などについてflrf:ZJiEが発見された 



電量き〉
~建物状況調査の流れと実際~ 太田講師
前段の DV D上映が終わり 、 な制した太 EFI ~i'日iIîは 、 人 

II・|山口数の推移、住宅数と空き家 ・2E
き家率のニfiJ!や、IJ

新築住宅と既存住宅 ・欧米との比!般討:をスクリーンを川

いて分かりやすく解説してl引きました。

なかでも 、建物状況制貨を尖胞する ことで、調査H寺点

における住宅の状況を把出した-'..で、完:Ci等の取引を行

うことができ、取引後のトラブJレの発生を1!IliIJJi できる こ

とのメ リットがあると強調し、日正有:住宅を売買するJA-fT

に、必ず建物状況調査を尖施しなければならないもので

はないと力説して頂いた後に、「処物状況調子fの流れと 太田講師

){wtlJlが上映・され、受講す;-は食い入るよ うにDVD緊」のl主主� 

質疑応答では、活発な質IIlJが飛び交い)IJ意されていたu-y:11

していました。

一杯使って、太山滞日TIiの講義は終了し11を1]

ました。

~取引の流れに沿った宅建業者の対応-- (DVD上映)� 

:{I~îをの j寅 I~I 。 取引の流れに治った宅建業者の対応として 、 DVDが上映され、 建物状 ól'.制J'tの対象と

なる既存建物は、f既存住宅』 とし、j占有Iiやオフィスピル詩;は建物状況調査の対象とはならないことや、

j住宅の場合は、住宅部分のみが誹Hサ31布!日i)，i_ 

調査実施者の「あっせん」とそれに付随する業務や建物状訪日切f実施者の流れについての解説がありま

した。

建物状況調査実施後の対Lむとしては、調去が終了したら、淵1t卒業者より 「建物状況調査の結果の概

致Jや剖査結果の詳細が記載されている「報告書」が、依頼者にうど付されている ことを雌認する ことや、

建物状況調査結果概~:の写しの J I託料についての解説がありました。

資対象となる行のifJI(:f;Stから始まり 、媒介業者による建物状況

研修会の模様

今回は、講習を受けていただ‘いた方に、今後の良い!i)f修会をIH;FJJ;:するため、アンケー トを実施しまし

た。ご協力有難うございました。また閉会の辞を安本向日IJ委ii長にしていただき 、研修会を無事終了す

ることカすできました。� 

q
J
 



電三重〉
平成29年度新規宅建業者研修会を開催 

資質向上目的に、今年度は30会員受講!!


去る� 2 J12卜1 (余)、奈良県宅建会館の� 3 1措「会議室」において、平成29 il::'皮の新規宅建業研修会が

長時1/1]、熱心にUf .Jiiじされました。

このliJf11華会は、 宅地建物JIX引業法64条の6 (宅地建物取引業に|刻する研修)の規定に基づき|制促して

指して行われています。13おり、健全かつ適正な宅建業界を� 

また、入会評約内谷に基づき、協会に新たに入会された会員は必ず受講していただくこととなってお

り、本年度は� 30会iiが熱心に受ftiYtいただ‘きました。

なお、研修会の内科及び詞U:iIiについては以下の通りです。� 

① 	 (公社)近畿|巻l不動産流通機構(レインズ)と媒介契約制度について� (協会平務局 ・三谷) 

② 	 宅地建物取り|業のあらまし� (奈良県土木部建築謀総務宅建係 ・北野係長)
 
不動産広告の出しブj (協会研修指導委員会 ・松場委員長)
 
賃貸住宅約:盟業について(協会 ・小川専務理事)


③ 

④ 

北野係長 松場委員長 小川専務理事	 会場の模様

平成29年度第2回相談業務委員研修会を開催

~弁護士高川佳子氏による講演~


平成29年j立の第� 2 1nl相談業務委員研修会が、去る� 2月9日� (金)、奈良県宅建会館� 31府会議室におい

てij}jf iiiされました。

今同は、� ;t に弁設誹}北附附j

だきました。

特に相談対応にあたっては、売買契約や媒介契約等、それぞれの契約について、消費者契約となるか

どうか、 JI~1ì与の可能性があるかを整理して対応にあたる こ とが重要との説明があったほか、多数の判例
についても初介預き、有fj:設な研修会となりました。

今後とも、相談業務委員一問、キ"談業務の充実と円滑な案件処理に努めてまいりますので、会只の皆

株方には相談業務に対してー用のご協力をお願い致します。

士:ゴ

高川講師	 研修会の模様� 

-4 -



重量
賃貸物件広告の実態調査(奈良県下)について� 

--5名で2物件を綿密に調査~
本年度の訂以f?1司による� 1 澗伐につきましては、2)20 ) Fiij 日� (JJ)'ft;r物件失態i J n(1)に・，審査会、27

に実態調子fを行いました。

本調J'Eは何年 、 科都道府県単位で、 不動M~のJL ;1;'~<7)~が2jL尖どおりであるか、ボ、lí :1<示がないかで?:を雌

認するもので、it貨物件� (特にインターネット広;lt 学生lけ口氏マンションの釘!など)の適正な広(17- ilJ

表示の推進及び?ì'j引す;の不動産業界に対する {;j舶の IÎIJ上を ~ ì:.行に災施しています。

奈良県では、庁，.51〆Iの淵千fiiで2物件を淵有しました。初任対象物件は事前に収集した広告のIjlから11!f，
作為に選定を行っています。

本調子Eの結来、規約:iie反が=I"J'ljJした卒業者については、(公社)近畿地区不動説公正取引協議会が、� 19i'

'i 

..i:は?って主によIU作、f'j♀反の|人jりつつ、ll~I;f!，同体と緊流:な述携を 

また 、 述反のN)~I出止のため研修会の受講をH子び~j+け 、 不当-1<dえのよ止正及ひ:7i

:J~: .~:Jr背 ・逃約全課徴などの措iむを行い、

11(-(i'の保護を同ります

今後とも、不当表示のない迎II':な広fV衣川に努められますようお願いします

最後に 、 本(.I~伎の訓読にご参加、ご1>>1;))いただきました (公社)全 1 1 本不動員長協会奈良県本部、りん」二 

し11 1厚くお礼、さまに!感謝のぷを去しの符dl宅住係、調子~建築謀総務"j):i:lliiWまちづくり1¥マネジメン卜日

上げます。

事前審査・実態調査の様子

(ー社)全国賃貸不動産管理業協会(全宅管理)への入会手続きについて

く入会の手続き>

①(一社)全1 'i\11'it1不動員.'(~:ì~r開業協会のホームページよりダウンロードされた入会 11二l込書に、必2571 ;

J1iを記入していただき、全こと竹:剤事務}II)へ郎送または� FAXにて送付して下さい。

年会計の振り込み等、その後の手続きについて述の確認後、入会金 ・Jj:込111による入会}"j②全宅事務

絡があります。

く入会金・年会費>

入会金20.00011J 年会民240001 )J制2 1J か)1). 1J( .0001 x 12

く入会特典>
平成30年� 3)3111 までにご人会のブjに、 「口氏不動産t.;:型業務マニュア jレj や r11lJ11~ り凶面作成ソフト 」J 

でプレゼントされます1.伴1¥)点が6等、計� 

一般社団法人全国賃貸不動産管理業協会

1¥*広告01-00321干� 

l五話:03-3865-7031.FAX:03-5821-7330 

H P :http://www.chinkan.jp/ 

千代川区岩本IIIf2・6-3 全宅迎会飢� 

「
円 

υ 

http:http://www.chinkan.jp


i~毒機購 i
平成29年度第4固理事会・幹事会報告

第4回理事会・幹事会が2月13日(火)、奈良県宅建会館にて開催されました。


【報告事項] 


。平成29年度会費納付状況について


納付率98.7%との報告がありました。


。今後の理事会・幹事会等開催日程について


下記のとおり開催日程の報告がありました。


-平成29年度第5回理事会・幹事会コ平成30年3月19日(月)ホテル日航奈良にて


・平成30年度第� 1回理事会・幹事会コ平成30年4月23日(月)奈良県宅建会館にて
 

Oその他


会長・副会長・専務理事の職務執行状況の報告がありました。


{決議事項】


。新規入会者の承認に関する件


正会員(本庖)11件、準会員(支庖)11件の入会が承認されました。


-会員数:884 [正会員(本庖) : 810、準会員(支庖)� : 74J ※� 1月31日現在


。平成30年度定時総会の開催に関する件


総会開催日程等について、下記のとおり承認されました。


開催日平成30年5月24日(木)13時30分~ 


会場ホテル日航奈良 


。保証協会奈良本部平成30年度事業計画(案)並びに収支予算(案)に関する件


事業計画(案)並びに収支予算(案)について、原案どおり承認されました。


。役員候補の選出に関する件


各地区で選出いただく各役員の割り当てについて、原案どおり承認されました0
 

0倫理規程の一部改正に関する件


原案どおり承認され、同日施行されました。


。高田地区会員からの調停申し立てに対する取扱いに関する件

費用負担の取扱いについて検討の結果、今回の調停に係る費用については、協会負担とすることとし

て承認されました。

。安心R住宅(特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度)に関する件

原案どおり承認され、全宅連をはじめ関係団体と連携しながら、制度運用に向けて取り組んでいくこ

ととなりました。

。顧問の委嘱に関する件


小林茂樹氏の本会顧問への委嘱について、原案どおり承認されました。
 

Oその他


①郡山城お城まつりへの出展について、本部事業としては、次回の出展をもって終了とし、以降につ

いては、郡山地区事業として出展していくこととなりました。

②次期公取委員候補の選出について、事業実施にあたり、委員の中で、欠席が多く対応に苦慮した

ケースがあったことから、次期候補の選出にあたってはご留意のうえ、選出願いたいとの要望があ

りました。

③中古住宅流通に関する取組みについて、各地区にて、管轄する各市町村へのアプローチ等、対応、を

進めて欲しいとの要望がありました。

以上� 

-6 -



4 

|護誰難信|

平成29年度 事業実施状況について(1月-"3月)� 

j:. な会議 ・ 目Ji染咋� l|人 干が

1 17 宅地ill物Jr)(IJ 1土法定論判会� 於� :奈良尚� 1~会談所参加者: 100名

19I三役� .I'j'{下部懇談会 立見交換

271不動JiIi?j~~者セ ミナ-'i 於� :なら� 100作会館参加者� :125名

i.

291総j吋委11会	 保証協会奈良本却1̂1&:30ir皮下業計両� (案)・収主予}):(接)について� 

成29.) 刊Il11 4支出.11'‘|仁2 21正副会長会� ，ji会 ・幹ヰ{会提案-ijJ1'iについて

| 新規~iJJr~佐行研修会 於� :奈良県宅建会館( 参加者� :30才1

5'広報作発委μ会� 平成 29年 )i~ji業報析について

71宅地建物取引士法定説門会	 於� -奈良商工会議所

91相談業務委11研修会

。|相談業務ir州委11長会議� 

131 9{1:主的41111日中会 ・幹� ji平成2 ) 翌 '会

|け'i1i.1にと流通対策作業部会
 

16I 1ijf修指導委只会
 

l研修指導委只会� 

191業務推進委只会� 

221人材育成委1-1会� 

231研修折説委μ会

。1:空き家11り起に関する奈良iliとのrJ什せ� 

26 宅地業什fiJf修会� 

3 	21総!吋安L1会� 

71宅地建物取引士法定誹?l会� 

91正副会長会� 

76参加者� : 

相談案件と ?ìJí1~者契約法について 

' I ~成29 .1 1 :.)i ~ Ji-1i靴作について

保証協会奈良本部平成30年度目J~お十両 (案) .収支子n:(案)についt

科1'1治体のJI l¥{り定Iみ状況について

、 I ~成29年度中業朝日itについて 

物件広行事前事責rt1'( 
、 |勺ι29.1 1:: )立， jf.1~報 ; i Jについて

千成29 '業判i;ltについて年度.Ji

1'(1t物件広行尖態調子t

全き家母;の蝶介業務等について

「住物状況調査の概虫~J . 既存位毛先立暇枕保険の概要J他r
於:制版文化会館 参加者� 100才I

業協会千成30if: 1支 :J~1~;;I.jlhj (案)・収支� Hi:(案)について

於・奈良商工会議所 参加者� :94~〆1

・ I ~ I瓦29.1 1~岐部 5 1 " I F Il ' J i 会 ・ 幹事会~~.止条: FJl'lについて

才I

121 :空き家川起に|弘� JとのH作せ� 明き家等の媒介業務咋について

19 

ツ去き家対策について27 空き家咋の媒介等業務に|対する説明会1

lll
)1 渠)・


25 やまと/tI;111城お城まつり� パネル民示、1t:1i

1 平成29 {1 :)支出 5111 1 君Il~J i 会 ・ I:l't~ 'Jf.会 京協会平成30"1:.事業;ni1hj( 収支� Hi:(案)について

祇!!慨!既刊午ギ判付
 

26 I 奈良市述反広告物撤去iti励� 述以広{作t7物撤呈去;
り� 

291恒/J;[i li).sJ瓦広告物撤去i，riW山 js J以広f!?物撤去


|り，~との恕談会 協会をとりまく諸問題について
 

やまと� 1¥1;111城お城まつり� l パネル展示、 州lfll~~


平成30年度 今後の事業予定について (4月~総会開催まで)� 

lする)IlljV

干手	ll人';{~咋')1:.j11 ) J な 会 議 �  :.

パネル展示、燃料相談等111;城お城まつり11¥やまと11

71やまと� m;山城お城まつり� 談守;11++刊111示、)s:パネル� 

パネル民示、J!lr，料相談笥;山城お城まつり1;やまと1t81
91総l!1・委11会� -Pit査会	 fJl比 29 .1 1~位決 n耕作、 ~Ji-業 ・ 会計蚊貸与子について 

について~Jj[J~幹事会提案・会Jl I !. .:jf1"1 1支出j年30成~I'	 会長会161J1~It\IJ
航中I?iの税査についてIi。|耳目、Ji-1tf怖税査会	 .fII!'JI:.航可f.

於:奈良商工会議所	司会1法定講1:宅地建物取引二1 8 1

231平成30年山第� 11現¥旦lljf会 ・作'jL，;. 会 ‘|勺北29年! ;P. 朝文中業調{'dびに決11if I?について

27 1	 型H ~ F J勺ld'i.会議 会長候補?サの j~ ，'I'， について

山川・総会のIJJfr.m¥IJ1"IE I，委11長会議� 

241定時総会� 於:ホテル日航奈良� 
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~ 
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置需型Z切~~n凶日ætI

締結された不動産コンサルティング契約は、弁護士法違反

の行為を中心的業務とし、その報酬は暴利を得るものであ

るから、全体として公序良俗に違反して無効とした事例

(東京地判平 25・9・3 ウエスト口一・ジャパン)� 

.))))}，))))ト》ぬ))・，)))))剛.))))ト))))トO))� ・狗))}・，)))))・，))))ト.))))))))))))))ド)))>>)))))今>)))-・. ))))).)))))-))))トn)))・'))>>ド.)))))同. . ))))ト. )))))凶.)))))凶》ぬ))吟))))凶.)))))・.)))))・，))))ト，)))))・.)))))・.))))).))))}・， .・ m ・.� ・. . ・. )))))・.)))):ド， )))))ゆ)))ト))))ト.)))))・. )))))吟))))・. ))))ド)))))・-})))，..)))))

政産~r'~:財人が、{!?地権者 (破産者A ) と毛.ill業 る。� 

立終的11は該波承認・を拒否していたが、D地主宇?との間で締結された「不動産コンサルティング

業務契約Jは、� ')u1は媒介契約であるところ、そ には� Dが� rI'-ら2.700万円で:tiい1&ることになった。

の約定報酬五(iは訴利であり 、 暴利行為又は不公 Ii~ そのころ、� Yの従業者� Eは、Aに対し、� Aの手取

な取引行為等で1Hf，効であるとして、宅建設すi-に対 り金額を2.0007j 1一'Jから� 1.5007j川に� iT先制する 旨を

し、借地椛詩;のう臼.;IJで、支払った報酬のうち、卒I{酬� リlし，11'，、同年12)J 6日、その行のイT13:行作成した� 

fit示で定められた 卜.IU~傾を超える部分の返j泣を求 (以下 「本件報酬合12Jという 。)。� 

めた事案において、本件コンサルティング契約は、

とAli心的栄111実質的には弁護士法違反の行為を

し、それに対する対刊lの支払を合立するもので、i

その傾は棋利を判るものであるから、全体として

?!¥f，効であるとして、不当利得返還請求を認作した

事例� (東京地裁平成25年� 9月� 3日判決ウエ

ストロー ・ジャパン� ) 

1 事案の概要� 

f刊廿11i 1/l伶一ド日片1i?1t=地柿椛j及ぴ、川� 

いう。0) を所所.午泊桁{する� Aは、本件建物のリフオ一ム� 

|πj年� 12JJ2511、Aは、

併地椛を代金2.700万川でヲ己り泌すンUI契約� (以

下 「本件先n契約」という 。) を布Nailiした。平成� 

21年� 3 JJ3111ころ、� Yは本件報酬イ?なに基づく� 

1.2007J円を受領した。� 

Aは、完封lにより取得した{l;:11の多くを費消� 

年23立て、平成� "1、破産手続を1 )J年22し、平成

3)J、破産手続B= fJ始決定を受けた。

選任された破産管財人� X (jlUV)は、本件契約

は「不動産コンサルテイング業務契約Jと称して

はいるが、実質は、借地椛付建物のう'illを目的とc;

で本件建物及び� 11との1/D

川や生i抗、パチンコ等の負依が約8007j IIJに前丙1Y1Y白� 

上り、その支払いを ifii り、イ昔地の地代も ì.:t~納し、

それらの弁済のために本件建物の売却を� i考え、宅

建:染者� Y (被行)と 、平成20年� 7JJ、「不uUJ ~i'i コ

ンサルテイング業務契約J(以下「本件契約」と

いう。) を締おりした。

本件契約には、受託業務内容として、� Aの希望

する本件建物の換金を実現する こと を業務とする

として、 設ìJ支承諾l li(科とその後の売却与が;l~ jl配さ

れ、報酬規定として、� Yの報酬は、本物件の換

金価格� (Aの三fll¥(り金制)を� 2.0007j11Jとし、そ

れを超える金μをYの報酬とすると記載されてい

する不動産媒介契約に過ぎず、総利行為であ り、

公序良Hh~反により無効である等と主張し、媒

介の報酬上IU~で、ある91万jJ-J を衿|除 した残金である 

1.108万� I'J余の返泣を求めて提訴した。 これに対

し、Yは、本件契約の目的は、� tL

!の資産を正常に

取引可能な資産にバリューアップする こと� (資産

価値向上)にあるから、不動産コンサルテイング

業務そのものであるなどと主張してさf'・った。� 

2 判決の要旨

救判所は次のように判断して、� Xのliltド!とを認容

した。� 
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(1) 本件契約が公序良俗辿反で'M:~:)jであるかにつ

いて

被告会社えはその従業l1Eが行った行為のうち

不動産媒介の域を進}Jkしたもの、とりわけ、地主� 

3 まとめ

本件コンサルティング契約の受託業務の内作

は、 ①fi J'Q波*~(，':JI){ 1~:: とその後のジ以IJ 、 ②底地のn

j却、①'己Jril.とその後のう� 

は、AとDとのIIIJにおいて、AのHt務不!夜行によ その後のジ以il、①地主への本件処物の完封l、これ

Dに地代の受領を求めたり、これを供託する行為 氏地と本n .ill物 の交換 と

り消滅しかかっていた1'1'1:地権の似全を I ~I ろうとす

るものであり 、ま た、根抵当権利ーに対して交渉す

る行為は、相HJI当権者が取ろうとしていた法的千

統について 、 本件建物の処分W~: に一日弁済するこ

立てなどの桝予を求めるも1 11己'とを条件として競う� 

101'11らの� 

地権付建物のヲ己主ilにおいて、Ji.(地権τ行� (土地所イ{ 

-rÍ')のilW波*誌を伴るための交渉、 JÚ~地権者への

去il交渉、� m;当権者への交渉等は、ゾじ却を実現す

るために必挺な交i!Jミ業務であり 、契約の成立にllJi

うピ

述成をその来務とすると山めている。イlf

じている法:.'1のであり 、いずれも他人間にすでに

的紛争に介入して、権利の保全を|ズ|るために行う

交渉行為であって法律事務である といわざるを仰� 

が科た報酬を凡ると 、そ1:ない。 しかも、被行会主

の額はうピ却代金2 .700 71 11Jのうち1.200万円ものlfJj

傾であって、みら利というべきである。

1'11けての不� 

であるこれらの交渉業務を業務委託契約やコンサ

ルテイング契約として締結しでも 、以介報酬以外

の報酬の対官lIiとすることはできなし、。宅建業法の

解釈� .:imJlJの考え)jは、宅建業者'1'1らも和極的に

「媒介業務以外」の不動産取引に|弘ltsする業務の� 

欠な媒介業務で、ある。--1，.:~~の媒介業務

lji. J本件契約は、これを� なる不!fi)J.

とはできないが、少なくとも本件出酬介立が成j'/

した時点においては 、 災質的に弁必 1:法72条 (~ I :

弁護士のw千lt Z141売の取扱い等のff:lL)述反の犯リi¥

行為を行うことを'1'心的業務とし、それに対する

対価の支払を合立するものであり 、 しかも 、その

報酬は訴利を料るものであるから 、-'I::体が公!字μ

{谷にi主}j_して:日力というべき である。そう する と、fH

本件契約に必づいて被行会主J:に立払われた1.200

万円は全制ittlU二の }J~( Iklのないものであるから 、:

被告会社にはその不当利科:igj辺義務がある。� 

(2 ) 被告会社の不法行為立任の布M，について

被告会社の従業i~ Eが行った行為は、公序良俗

に反するJiULな契約に恭づいて平I{酬t，fに金ljを

受領したものであるから、述iLな1 J: l..tというべき

であり 、Aはこれに基づいて本米ぶ払う 必要のな

主的l介というこ Jた供に努めることがW J作されているとし、これを

行う場介は 、 1M介業務との区分を I~J確にした不動

産コンサルテイング契約を締結することを求めて

|制いる。業務委託契約やコンサルティング契約に

する相談は少なくないが、その業務l勾符は媒介業

務に合まれる業務である ことが多いっ「不当にifJj

傾の報酬を弘jz!する行為Jは宅住来法4 7条二サjと ♀

};i_に該当することを附Hi:記さ れたい。

じたという:.ji;下に支払い、1nIい金員を報酬才� :・を'1

ことができるから、� Eの行為は、� Mc.(;j:y'"は過失に (ー財)不動産適正取引推進機構� RETIO 

NO.

を構成する [推進機構HP1 
104号より抜粋より他人の隙利を佼許したものとして、不法行為

o.retio

行について行われたものであるから、被告会社は (その他多数の判例が紹介されています。) 

使用者i'[，任をれう 。� 
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そして、Eの上記行為は、被行会社の事業の執 http://www.
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1~. 鴎|
規約違反事業者への対応について

(公社)近畿地区不動産公正取引協議会は、不動産の表示に関する公正競争規約に違反し、「厳重警告

及び違約金課徴」の措置を講じた不動産事業者に対して、下記7つの不動産情報サイトの運営会社・団

体と連携して、各サイトへの広告掲載を、原則として、� 1ヶ月以上停止する施策を実施しております。

つきましては、意図的なおとり広告といった営業手法を取らないことは勿論、意図せずおとり広告を

行うことも無いよう、成約済の物件はポータルサイト上から速やかに削除する等、適切な物件情報の管

理により一層留意し、おとり広告の未然防止に努めて下さいます様、お願い致します。

<実施している不動産情報サイト運営会社・団体>

会社名・団体名 運営サイト名

アットホーム(株)� at home 

(公社)全国宅地建物取引業連合会 ハトマークサイト

(公社)全日本不動産協会 ラピーネット

(株) CHINTAI CHINTAI 

(株)マイナピ マイナピ賃貸

(株) LIFULL LIFULL HOME '5 

(株)リクルート住まいカンパニー 5UUMO 

不動産の公正競争規約研修用動画の配信について


(公社)近畿地区不動産公正取引協議会のホームページにおいて、不動産表示規約の構成や、広告作

成時の注意点を分かりやすく解説した動画が配信されております。

【提供されている動画]

*不動産の表示規約・景品規約研修用� MOVIE

*不動産の公正競争規約と不動産広告の実務

*閲覧方法� 

① (公社)近畿地区不動産公正取引協議会のホームページにアクセス 

② トップページ右のインフォメーションにある「規約研修用DVDJのバナーをクリック� 

③ 動画配信メニューが表示されます。

※動作環境などについては、(公社)近畿地区不動産公正取引業議会のホームページをご覧下

さい。

(公社)近畿地区不動産公正取引協議会

ホームページアドレス� h悦p://www.koutori.or.jp/ 

-10-
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|公取 l
忘れていませんか?成約済み物件の広告か5の削除

~おとり広告の禁止に関する注意喚起について~

広告の適正化については、従前により注意喚起をお願いしているところですが、年度末にかけて宅地

建物取引が増加する時期を迎えることから、業務の適正な運営と宅地建物の公正な取引の確保図るよう

お願いします。

なお、国土交通省より、おとり広告の禁止に関する注意喚等に関する注意依頼がありましたので、そ

の内容を以下に掲載します。� 

1 顧客を集めるために売る意思のない条件の良い物件を広告し、実際は他の物件を販売しよとす

る、いわゆる「おとり広告j及び実際には存在しない物件等の[虚偽広告Jについては、宅地建

物取引業法(昭和27年法律第� 176号。以下「法jという。)第32条の規定により禁止され

ています。� (f宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方J(平成 13年� 1月6日国土交通省総動発

第3号)� ) 

また、これらの広告は、不当景品類及び不当表示防止法(昭和37年法律第� 134号)第5条

第3号(同号の規定により指定された「不動産のおとり広告に関する表示J(昭和55年公正取

引委員会告示第� 14号))友び不動産の表示に関する公正競争規約(平成 17年公正取引委員会

告示第23号)第21条においても禁止されているところです。� 

2 具体的には、例えば、実際には取引意思のない物件を、顧客を集めるために、「敷金・礼金不要J、
「相場より安い家賃J等の好条件で広告して顧客を誘引した上で、突然の水漏れや他者による成

約等を理由に、他の物件を紹介・案内すること等が挙げられます。� 

3 また、成約済みの物件を速やかに広告から削除せず、広告の更新予定日を過ぎても当該物件の

インターネット広告等を継続することも、「おとり広告Jに該当します。� 

4 加えて、売主が「土地jや「建築条件付土地J等として取引しようとしている物件について、

架空の建築確認番号を記載して「新築住宅j等として広告することは、広告の開始時期の制限(法

第33条)違反になるとともに、「虚偽広告Jに該当します。

公正競争規約違反広告事例について

不動産広告表示において、不動産の公正競争規約に違反し、(公社)近畿地区不動産公正取引協議会

において、違約金課徴の措置を受けた広告事例を紹介します。

.ケース 1 (対象広告:インターネット広告)

.おとり広告
平成29年9月21日時点の広告について、その前日を情報更新日として、� 8階部分の住居を取引でき

るかのように表示。

二今� 8階部分は801号室と802号室の� 2室が存在するが、� 801号室は平成29年� 6月に契約済みであり、

また、� 802号室は平成29年6月以前より入居中であって、取引不可であった。

なお、当物件について、� A社は少なくとも平成29年8月10日及び同年 9月20日に情報更新を行い、

広告していたものである。� 

φケース2 (対象広告:インターネット広告)

.おとり広告
平成29年4月7日に情報登録後、同年8月13日に契約済みとなったにもかかわらず、これを削除せ

ずに同年9月6日まで広告していた。

(公社)近畿地区不動産公正取引協議会 ホームページより抜粋� 

http://www.koutωori.or.jp/ 
(その他多数の事例が紹介されています。) 
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民運塾長⑫l I調謹融@!

従業者に関する手続について


従業者に変更があった場合、以下の 3点について徹底をお願いします。

①従業者証明書を作成し、従業員に携帯させてください。

※法定様式があります。所属協会に問い合わせるか、国土交通省のホームページに掲載されてい

る様式を参考に各自作成してください。

②従業者名簿の内容を更新してください。

※宅地建物取引業者は従業者名簿を作成し、事務所に備え付けておく必要があります。 

※H29. 4. 1より、名簿に従業者の住所を記載する必要はなくなりました。

③奈良県知事免許業者は、従業者が退職後、又は入社後 30日以内に「宅地建物取引業

従事者変更届 jを奈良県庁建築課総務宅建係ヘ提出してください。

※以前から勤務している従業者についても、上記 3点の手続に漏れがないか確認してください。「宅地

建物取引業従事者変更届」を提出していなかった場合は、すみやかに提出をお願いします。(届出様

式は奈良県庁建築課ホームページからダウンロードできます)

※「従業者jの考え方 

O業務内容について

・・・従業者には、営業だけでなく事務や経理に従事する者も含まれます。ただし宅地建物取引士

資格登録の際に実務経験として申請できるのは「営業Jのみです。 

0雇用形態について


.・・パートタイムで、あっても、宅建業の仕事をする場合は従業者に含まれます。
 

0宅建業者が他業種も兼業している場合

・・・宅建業と他業種の業務の両方に従事する従業員は宅建業法上の従業者となります。他業種の

業務のみに従事する場合は、宅建業法上の従業者とはみなされません。

奈良県県土マネジメント部まちづくり推進局 建築謀総務宅建係  

TEL: 0742-27-7563、7568 

4月より「建築課jは「建築安全推進課Jに改称します。 
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⑧⑮⑧望号
平成30年度宅地建物取引士法定講習会のお知§せ
平成30年度の宅地建物取引士法定講習会を下記のとおり実施いたします。

<日程表>

受講日 締切日�  zdbxh 場

平成30年� 4月18日(水)� 3月30日(金)， 

奈良商工会議所

5階大ホール

平成30年6月13日(水)� 5月25日(金)

平成30年7月11日(水)� 6月22日(金)

平成30年8月8日(水)� 7月20日(金)

平成30年8月29日(水)� 8月3日(金)

平成30年9月26日(水)� 8月31日(金)

平成30年10月24日(水)� 10月5日(金)� 

平成30年11月14日(水)� 10月26日(金)

平成30年12月12日(水)� 11月22日(木)

平成31年� 1月16日(水)� 12月14日(金)

平成31年2月13日(水)� 1月25日(金)

平成31年3月20日(水)� 3月1日(金)� 

① 	 受講するには事前申し込みが必要です。

受講対象者には、協会から直接本人宛に受講日時を通知するとともに、受講申込書:等をご送付いたします。� 

② 	 住所・氏名及び‘勤務先等に変更があった場合は崩出が必要です。

至急、変更屈を奈良県県土マネジメント部建築謀総務宅建係へ提出して下さい。この手続きをされていま

せんと法定講習会の通知が届かず、取引士の有効期限が切れてしまう場合がありますのでご注意ください。� 

③ 	 講習会当日は時間厳守をお願いします。

遅刻、早退、途中退席は認められません。� 

④ 	 講習終了後に取引士証をお渡しします。

締切日前にお申込みして頂いた方には、講習終了後に取引士証をお渡しします。

くお問い合わせ> 事務局� T E L 0742-61-4528 

*奈良県宅建協会ホームページにもご案内を掲載しております。

アドレス� http://www.nara-takken.or.jp/manager / course 

平成29年度� f不動産コンサルティング技能試制合格発表について

平成29年11月12日(日)に実施されました平成29年度不動産コンサルテイング技能試験の合格発表が、

去る平成30年� 1月12日(金)に行なわれました。

10 I 


概要については、以下のとおりです。� 

1 :試験実施日 平成29年11月12日(日)

全国12会場(札幌、仙台、東京、

横浜、静岡、金沢、名古屋、大阪、

広島、高松、福岡、沖縄)� 

2:受 験者数 名4041， 

3:合 格者数�  608名(合格率43.3%) 

4:合格基準 択一試験と記述式試験の合計� 

200点満点中、� 115点以上の方を

合格者とした。� 

5:試験地別人数構成

試験地 受験者数 合格者数 合格率

札 幌 �  24 7 29.2% 

仙 台 �  53 15 28.3% 

東京�  645 301 46.7% 

横浜�  151 64 42.4% 
静岡�  35 7 20.1% 
金 沢 �  9 1 11.1% 

名古屋� 96 41 42.7% 

49.6%大 阪 �  226 112 

広島�  35 14 40.0% 

高 松 �  23 11 47.8% 

福岡�  90 30 33.3% 

沖 縄 �  17 5 29.4% 
合計�  1，404 608 43.30

。円

盲
目

A 

http://www.nara-takken.or.jp/manager


⑧⑮⑧曾
報酬額規定表の改正について

「宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買等に関して受けることができる報酬の額Jが、平成29年12

月8日国土交通省公示1155号によって改正(平成30年� 1月� 1日施行)され、� 400万円以下の空き家にお

いて現地調査等の費用を要する場合、売方媒介報酬限度額が、� 18万円+消費税まで引き上げられました。

つきましては、現在事務所に掲示している報酬額規定表を改正後(1月初旬に協会からお送りしたも

の)のものに変更して下さい。

※報酬額規定表の掲示は宅地建物取引業法第� 46条第4項により、宅地建物取引業者に義務付けられて


います。


改正後の宅地建物取引業法ヘ対応した各種書式の利用を!
既存住宅に係る建物状況調査の説明等を義務付ける改正宅建業法が、本年� 4月1日より施行されます。

これに伴い、全宅連ホームページよりダウンロードできる各種書式(重要事項説明書・売買契約書等)

について改訂を行い、� 3月下旬より公開されます。

なお、宅建業法改正の内容につきましては、全宅述ホームページ「出版物のご案内Jにて、宅建業法

改正に伴う追補版「宅地建物取引業法の改正に伴う重要事項説明書、売買契約書等の記載方法について」

が掲載されていますので、ご参照下さい。

田園住居地域の創設について
都市緑地法等の一部改正に伴い、平成30年4月1日より住居系用途地域の一類型として「田園住居地

域Jが創設されますので、お知らせします。

田園住居地域における規制概要

[開発規制】

*現況農地における土地の造成、建築物の建築、物件の堆積を市町村長の許可制とする。

*駐車場・資材置き場のための造成や土石等の堆積も規制対象。

*市街地環境を大きく改変するおそれがある一定規模(政令で� 300ぱと規定)以上の開発等は、原

則不許可。


【建築規制}


<用途規制> 


低層住居専用地域に建築可能なもの


-住宅、老人ホーム、診療所等


・日用品販売庖舗、食堂・喫茶庖、サービス業庖舗等� (1 5 0 ぱ以下)


農業用施設


・農業の利便増進に必要な庖舗・飲食庖等	 (500rri以下)


初~ :農産物直売所、農家レストラン、自家販売用の加工所等


・農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵に供するもの

-農産物の生産資材の貯蔵に供するもの


例:農機具収納施設等


※用途地域や詳細な規制内容については、各自治体へお問い合わせ下さい。� 
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く@イシ玄〉
公益社団法人近畿圏不動産流通機構かSのお知Sせ

近畿レインズ� IP型システム郡明料金のご請求元が変わります

現在、近畿レインズ� 1P型システムのご利用料金は、� rNTTコミュニケーションズ(株)Jが提供す

る料金回収代行サービス� rCoDen (コデン)ペイメントJを通じてご請求させていただいておりま

すが、同サービスの終了に伴い、平成30年7月より� rSMBCファイナンスサービス(株)Jからご請

求させていただくこととなりました。� 

o.何が変わるのですか?� 

A. 平成30年7月より、� rSMBCファイナンスサービス(株)Jからのご請求に自動的に切り替わります。� 

o.何か手続きが必要ですか?� 

A. 現在、口座振替をご利用の方は、改めて口座振替のお申込をいただく必要があります。

-平成30年3月に、全てのレインズ� 1 P型会員様に口座振替依頼書:を郵送させていただいておりま

すので、� 7月以降も口座振替をご利用される場合はお手続きをお願いいたします。

-口座振替のお申込をされなかった場合、平成30年7月以降は郵送される「払込禁(コンビニエン

スストアのみで利用可)Jでのお支払に自動的に切り替わります。

詳細につきましては、流通機構のウェブサイトをご確認ください。� 

http://www.member.kinkireins.or.jp/ 

く間取り図作成ソフト〉レインズ間取りPCの提供終了について

近畿レインズの業務支援アプリで提供されている間取り図作成ソフト「レインズ間取り� P CJにつき

まして、提供開始から時間が経過し、動作環境もWindows Vistaまでとなっていると共に、セキュリテイ

の観点や現行の近畿レインズの動作環境� (Windows7以降)外であることから、平成30年3月31日(土)

をもって提供の終了となる事をお知らせします。

今後、間取り図作成ソフトをお使いの方は、同じく無償で提供されている「まどりつくす・� AD1 J 

をご利用下さい。「レインズ間取り� P CJの後継としては、有償ですが(槻ピーシーコネクトから「間取

りグラウド」が販売されています。

なお、提供終了後もこれまで通り、操作方法等についてのサポート窓口を一定期間設けます。

【鮒ピーシーコネクト]


専用電話番号� 06-4800-0005 


受付日時月~金�  10 : 00 --18 : 00 
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d担竺塞〉
備考欄への不適切な文言の入力について

この度、近畿レインズにおいて備考欄に人権尊重の観点、から一部不適切な文言の入力がございました。


会員の皆様におかれましては、研修等を通じて人村長問題の啓発に努められることと込lいますが、制ii考


等に人権IJ題にかかわる不適切な文言を入力しないようにお願いします。Ii


万が一不適切な文言を入力している場合は、早急に削除して下さい。


題の早期解決1]11干与するという重要な社会的責務を担っており 、人椛不動産業は、住生活の向上等に千! 

は国民的謀題でもあることから、同和地区、在日� 

外国人、|符がい者、高齢者等をめぐる人権問題に� 
物件登録 0 ''"' 2・・Untlllll1 ...定..・W貧困 回目。吋'

1脱阿 ・11イド� Jイン� I メイJメ二五ー� i 

対する意識向上を図るため、不動産業界全体とし� 3笠Jに盟 主L...t.......:...ι 〉回世E 
J

轟'*"情・RI土峰・嘗拘� 4 所在峨沿陣 喧6・曹哩賢明 司賛否1.，例 俗.>， 図面 画像

て不断の努力が求められています。 e司ー 一一一一一一� 
|崎~ 1 • 比一

会員の皆様におかれましては 、 宅地建物ll~引栄 ，11 r~司入J 帽のIl'1IJ'・r.'J r母子【父子国軍jを煙'lDに入慮申し込みE距百するようr;3tI 'l 
MlUの院6)う勺才.切で"り 入力しおいでToい.

者としての社会的責務を自覚し、人権問題の件発 在宅賞".同盟.t:." するJf)ftf担E停の使，J~泊する!，I'L:"::\引3 二主主警=町下eぃ. 

と人権13:識の市揚に努め、備考欄に不適切文言を

入力しないよう、徹底して下さい。

'4oOJ 

主角30~零叫可}

μ低温日帰� 

・2.'草 ・"日� FA ' '''''0文孝明ふが縄CIされます.

rB仇� J らど 宅沌I茎叩取事間三AUその巴1');/. 室、" 二億AtT る，~Ifl^刀し，1.いでτさい.

性角、。o~llPllなお、近畿レインズでは、賃貸物件の登録業務 |制 3


に限り、不適切文言の入力防止のため、下記のと 。'J円4
 担角，� 0。文可n.iJ引

おり注立l喚起文書を表示しております。

く麺璽鰭よ璽〉

奈良地区新春懇親会を開催!� :西奈良地区新年会を開催� 

去る� 1 )~ 16日「かんぽの宿 奈良Jにて29名の・
• 

去る� 1月15 LIに近鉄奈良駅ピル内の「百楽」に
参加者を迎え、冒頭木下地区長より挨拶を!協り新:おいて新年会を|剖{itしました。

年会がスター 卜しました。 ・ 会場は地上� 81情にあり 、天井まで続く大きな窓
かんぽの街には平城宮組長LとH fi泉:からは東大寺、興柄寺なと守の世界地産や奈良を象乎ばれる天然ilt

があり、宴会前に日頃の疲れを:[在すことも山来ま・徴する建造物が一望でき、その向こうに控えるれ:
した。世界遺産に隣按する会場にて新年会を開催:草山と春七11 11もはっきりと望むことができます。
できること。いかに恵まれた環境にて生活してい・� 43名の参加す?の皆さまと、奈良県産食材をふんだ
るかを再常識しました。 :んに使ったql悲料理を最高の景色とともに味わい
宴会中は馴染みのメンバ一同士で話が叫んだ� 6 ました。

り、初顔合わせで名刺交換を交わしたり 、そんな: 今年4月2 :11施行の改正宅建業法についての的� 
':、新年の抱負を語り合うなど充実した同す・報交換アットホームな雰囲気の中で楽しい|時間を過ご 1]11 

ことが山来ました。 会員同士の税|陸がより -J'~;涼:を共有しました。 気持ちを新たに 、 会員聞の交流
められたと込lいます。 ・をより深めi1'H ~'Gに励もうと思えた集いになりま し 

0:た 
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1

西和地区、新年懇親会を開催!� :橿原地区予新年懇親会を開催

去る平成30年� 1)J23日 (火)信武山にある 「料 : 去る平成30年� Iμ 23 11 (火)に、即日ロイヤル

与旅館みよしJにおいて、今年度新会Hを含め1 5 :ホテル 3階和室において、19時より新年恕親

:会をIm1iii致しました。おりしも寒波襲来の'1、新
名の参加者とともに新年会を開催しました。在原

:規会l.lさん合め 2 1才Iが参加して]頁きました。� 
ltllでIUI地区長の挨拶からスタートし、IlJ ・ばれる対

: 地区長挨拶カか、ら虫財始fhi北まり札、 会員に自己紺介と抱負

気回復や来る消1tm税に対する不安など業界や経 似地也| 2伯削|問'1区丘の爪所州bMつて]頂貰き 、桓i計祁: を ;-u

済の話で盛り上がり、終始和やかな広IIJ:l気の中で

執り行われました。� 

.繁栄を祈l 亦!じi 後走、懇親会が始まり願節した乾杯の発7のf

:ました。料理を頂きながら色んな話に花が咲き 、

:交流を深めつつ情報交換もでき 、今後の地区逆営

:に大いに立気のある恕親会となりました。� 

• 

高田地区、賀調交歓会を開催!

去る� 1月18 1:1 (木)大和高田市さざんかホール

にて、� 33名の参加を阪き賀詞交歓会をliH iii ;しまし

た。

講演では、当協会の馬場課長より「安心R住宅j

高団地区、美味しい3年フグに感動!
えI~ さも少し和らいだ 2) J 7日� (水)パスは参加

者'22才を釆・せ一路、淡路品 「ホテルニューアワジ」

へ11'，発。

I

途中、 淡路ハイウェイオアシスで芸一つない育

法のもと 、 *~fHitなiit色に心をうたれ2 01 8 1fが紫IIi'f
らしいゴ1になることを附刊行しました。:

むを安心して1:の概要について説明があり、既存千� 

流辿させる司f.のIf(長性を認識してmきました。

その後の懇親会では、和やかな雰 n~気の '1 1 、会員

制|互の親i陸も深まり ?!同1に終了することができま

した。

ホテルに到活後、オーシャンビューの説ヲ〈胤円

で・:Jiiれを癒され、フグのフルコースに司-鼓を打ち

幸せな気持ちになりました。日頃ゆっくりと訴す

機会のない方々との税11主も深まり来年も元気で会

えることを約束し 、 ~íl ;路にずI きました。
今1111、参加できなかった方も次回はごー祁でき

ればと思います。
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廃業する場合、免許権者(国土交通大臣 ・奈良県知事)に届出た「燐業等届出書J (必ず、免許権

者の受付印があるもの)Jのコピーと退会届を協会へ提出して下さい。ご提出頂いた:苫:類をもとに弁

済業務保証金分担金の返還手続きを開始致しますので速やかにご提出頂き ますようお願い致します。

なお、宅建業免許失効の際は、免許権者からの免許執行通知のコピーと退会届を協会へ提出して下

さい。

返還される金額は、本庖60万円(但し、官報公告料及び事務手続費用20.000円が差し引かれま

す。)、支庖については事務所毎に30万円 (但し、事務手続費月110.000円が差し引かれます)です。

なお、未納会費がある場合は分担金から控除されます。

返還までの期間は、県の廃業屈受付より約10ヶ月(官報公告期間6ヶ月を含む)程かかります。

ご不明な点等につきま しては、協会事務局までお問合せ下さい。

〈参考)(公社)全国宅地建物取引業保証協会定款 入会金・会費等に関する規則第5条より抜粋

(退会等事務手続費用及び弁済業務保証金分担金の返還等)

第5条より抜粋

本会は、会員の退会等又は事務所の一部廃止により、当該会貝が納付した弁済業務保証金分担金を

返還するため、宅地建物取引業法第64条の11第1項の規定に基づき、東京法務局より弁済業務保証金

の取戻し及び同条第4項に基づき、その取戻しのための官報公告をしなければならない。� 

2 定款第14条に基づき、前項の弁済業務保証金取戻しに係る公告料� (独立行政法人国立印刷局官

報広告掲載料金)は、当該会員が負担するものとする。� 

3 前条の退会者等又は事務所を一部廃止した会員は、 定款第14条に基づき、退会等事務手続費用

を次のとおり負担するものとする。� 

(1) 主たる事務所につき� 20.000円
 

) 従たる事務所� 1ヶ所につき� 10.000円
(2

4 本会は、宅地建物取引業法第64条の11第2項及び第� 3項の規定に基づいて当該会員の弁済業務

保証金分担金を返還するときは、問分担金より第� 2項の公告料、第4条の会費及び前項各号の退

会等事務手続費用を差しヲlいて返避する。

平成9

平成30年度の会費納入のご案内は、� 

年度'Q"'
 会費納λのご案内

4 JJ1: 旬以降にお送りさせていただき ます。会授の算定基準� E1'

は、毎年度4月� 1日現在、本会在籍の正会民並び・に準会員に対しj賦課されるとともに、専任取引士� E

又は営業l臓の従業者の人数に応じて鉱山した規模別金額を加えた金額となります。� I

なお、 会費納入は� 6月末日までにー折納付同さいますよう、お願いし針。� l 
(公社)奈良県宅地建物取引業協会


基本額…36.000円 規模日Jj(専任 ・営業)� 1名につき…9.600円
 

(公社)全国宅地建物取引業保証協会
E 


年会'E{"'6.000円

定款はホームページで確認する ことができます。

奈良宅建ディスクロージャー� http://www.nara-takken.or.jp/public/ 

全宅保証ディスクロール� http://www.ho…向山山叫�  ; 
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